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日本大学―1頁 

２．大学の将来構想 

 日本大学では、本拠点形成にあたり、その将来構想

ならびに支援方策等について、以下の点を掲げた。  

 

①総合科学研究機構の推進 

 日本大学は、総合科学研究所を始め、量子科学研究

所（旧原子力研究所）や人口研究所等多数の研究施設

を設置し、研究活動を行ってきた。さらに、本学にお

ける研究体制をより強固なものにし、効率的な運営を

図るためには高度で先進的な研究機関を構築すること

が必須の事項であるとの認識に立ち、各種整備事業を

積極的に取り入れ、研究教育拠点の充実を図り、また

それらの拠点を整理・統合する作業がはじめられてい

る。すなわち、総合科学研究所を改組して総合科学研

究機構とし、その中に①生命科学部門、②理工科学部

門、③人文科学部門、④社会科学部門及び⑤情報科学

部門を有機的に組織化することが答申されている。こ

れらの各研究部門は、従来の学部・学科を基盤とする

研究体制から、日本大学としての総合力を発揮できる

共同研究プロジェクト体制に改めようとするものであ

る。この総合科学研究機構構想は、さらに学部や大学

院をも含めた横断的な研究を行うことによって、研究

の専門化・高度化を推し進めると同時に、特に大学院

の総合化構想に向けて、境界・学際領域や複合領域の

研究をも重視した諸科学間との密接な連携をとりなが

ら、新たな学問領域の開拓を目指している。今回申請

した５部門１５拠点は、このような将来構想を具体化

する上で、欠くことのできない研究教育上の拠点であ

る。 

 

②新しい形態の大学院独立専攻科 

 日本大学大学院は、既存の学問の高度化を推し進め

つつ各専門分野との連携を図るとともに、新たな学問

領域の開拓を目指すことが重要な課題であるとの認識

から、現在大学院独立専攻の実現に向けて最終的な構

想をまとめている。従来の人文科学、社会科学、自然

科学を融合して、新しい科学思想を創造することによ

り、「地球システムの永続的維持」と「新世紀の人類

の発展」を共通の理念にした新しいタイプの研究養成

機構を確立する。これまでに各種学術研究高度化推進

事業等の助成によって学部・大学院等に整備された研

究拠点を有機的に統合することは、まさに高度で先端

的な研究が遂行できる大学院の総合化に繋がる。 

 

③学内予算措置 

 日本大学においては、総長の強いリーダーシップの

もとに、国際的競争力のある世界最高水準の大学づく

りを目指して、国の助成事業である学術フロンティア

推進事業、ハイテク・リサーチ・センター整備事業等

私立大学学術研究高度化推進事業を積極的に取り入れ、

５年間に約１５０億円の事業費で、研究プロジェクト

を展開してきた。また、「総長指定の総合研究」の実

施等に、年間約３億円が日本大学学術助成金として、

学部・大学院研究科の研究教育とは別途、研究の推進

を目的として予算計上してきた。今後、さらなる研究

拠点の形成・充実を目指した事業を継続するとともに、

学内組織に諮りながら、より一層の充実を図る。 

 

④施設・スペースの確保 

 各整備事業に指定された施設には、当面の研究を継

続するには十分なスペースと高度な研究機器が装備さ

れている。今後、それらを総合科学研究機構として運

営することにより、一層の有効利用を図る。さらに、

日本大学の「２１世紀教学推進本部」による将来計画

によって、研究拠点の整備・充実もされつつある。 

 

⑤研究者及び研究支援者の措置 

 最先端の学問水準の維持・発展のためには、研究人

口の流動性の確保、ならびに相互間の協力体制の確立

が重要である。そのため、第三者機関による公正・公

平な評価を導入しながら、これに係わる諸制度につい

て、積極的に審議を始めた。研究支援スタッフの確保

についても一層の充実を図るとともに、研究支援事務

機構についても充実させ、研究者が研究に専念できる

システムを確立する。 

 

⑥研究教育成果の評価 

 公正・公平の原則に従った研究成果の評価体制の確

立も重要であることから、国際諮問委員会（仮称）の

必要性について答申がなされている。 



 

 
様式１ 

      【公表用】  

 

３．達成状況及び今後の展望    

 本学は、本拠点形成を含む２つの２１世紀ＣＯＥプ

ログラムを、本学が推進する「国際的教育研究拠点」

形成の重要拠点として位置づけ、総長を中心としたマ

ネジメント体制のもとにその支援を行い、先導的な役

割を果たす拠点の形成に努めてきた。特に、本ＣＯＥ

プログラムでは、共生をキーワードとして植物系、動

物系、微生物系の研究者が互いに連携し、相互補完す

る研究を実施する体制が確立した。さらに現在、それ

を基軸とした発展的な拠点形成構想が進行しており、

本学における研究教育拠点形成にとって極めて大きな

推進力となった。 

 

① 総合科学研究機構の推進 

 本学の総合力が発揮できる体制を構築するために

「総合科学研究機構構想」が答申され、これにより、

全学的・横断的な研究並びに研究の専門化・高度化が

推進されると同時に、境界・学際領域や複合領域の研

究をも重視した新たな学問領域の開拓が期待された。

この答申はさらに検討が加えられ、現在、「日本大学

学術研究戦略」として、本学の総合力を活かした先駆

的な研究を推進するための戦略策定等本学の学術研究

のシンクタンクとしてその機能を位置づけている。 

 

②新しい形態の大学院独立専攻科 

 平成１７年度に開設した総合科学研究科は、領域の

異なる研究者が共通のテーマについて横断的に教育研

究組織を組むことで、学際的に統合・融合した「新領

域」の中から、地球レベルでの新しい学問分野を構築

していくことを目指して、人間開発科学、環境科学、

生命科学の３専攻を設置した。本研究科は、本学が設

置している研究所や研究センター等との密接な連携を

図ることによって教育研究を行うようになっている。 

 

研究教育組織の改変 

 研究面では、先述した「日本大学学術研究戦略」に

示すように、新たな学術研究機構の設置を検討してい

る。ここでは、研究推進についての企画・立案、研究

推進の策定に係る情報収集並びに研究推進に係る支援

及びその執行を総括し、戦略的大型研究プロジェクト

のテーマの決定、プロジェクトの選定、評価を行う。 

 教育面では、大学院２０研究科の連携により、これ

までの１研究科や専攻における専門分野だけでなく、

これらを横断的かつ学際的研究に結びつけた分野も習

得できるシステムを検討している。 

 

③学内予算措置 

 本学では、総長を中心としたマネジメント体制のも

とに採択された「２１世紀ＣＯＥプログラム」を重要

な教育研究拠点と位置づけて、国からの助成額にかか

わらず当初の申請経費を大学本部によって予算措置す

ることを機関決定した。それにより、大学独自の予算

編成によって申請額全額の予算規模にて質の高い研究

プログラムを遂行、完了することができた。 

 

④施設・スペースの確保 

 既存の諸施設が保有するスペース並びに研究機器な

どの施設を教育研究拠点間で相互に利用できる体制を

整え、その有効利用が図られている。 

 

⑤研究者及び研究支援者の措置 

 本学では本拠点形成の開始年度である平成１４年度

からポスト･ドクター及びリサーチ・アシスタント等の

若手研究者養成のための制度を設け、それらを雇用す

る体制を整えた。さらに、平成１９年度からの新教員

組織の移行にともなって一部に任期制を採り入れ、研

究意欲の高い研究者の確保並びにそれによる研究活力

の向上が図られている。また、独自の予算編成に基づ

く新規大型プロジェクト研究や外部研究資金による任

期制教員の採用計画も進行中である。 

 

⑥研究教育成果の評価 

 自己点検評価委員会が設置され研究教育成果等の評

価を行っている。これらは同時に外部評価並びに第三

者評価による客観的評価を受けるようになっている。

また、文部科学省のCOEプログラム、私立大学学術研究

高度化推進事業の採択プロジェクト等の大型研究教育

プロジェクトについては、これらのプロジェクト内に

独立した評価委員会を設けて、研究教育活動の成果や

組織運営の妥当性及び研究業績等により研究プロジェ

クトの評価を行っている。 

 

今後の展望 

 本教育研究拠点形成の基礎に立った高水準の教育体

制を広く構築する。また、より発展的な国際的教育研

究を展開する。さらに、本学の全学的横断的な研究や

プロジェクト研究を展開するために、本学学術研究機

構がもつ研究教育助成金制度を恒久的に持続する。 

日本大学―2頁 
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日本大学（Ａ２６）―1頁 

２１世紀ＣＯＥプログラム 平成１４年度採択拠点事業結果報告書 

機 関 名 日本大学 学長名 小嶋 勝衛 拠点番号 Ａ２６ 

１．申請分野 
Ａ<生命科学>   Ｂ<化学・材料科学>   Ｃ<情報・電気・電子>   Ｄ<人文科学>   Ｅ<学際・複合・新領域> 

２．拠点のプログラム名称 

（英訳名） 

微生物共生系に基づく新しい資源利用開発 

Bioresource utilization based on microbial symbiotic systems 

 

※副題を添えている場合は、記入して下さい(和文のみ)

    研究分野及びキーワ

ード 
<研究分野：バイオサイエンス>(生態・環境)(植物栄養学・土壌学)(応用微生物学)(応用生物化学)(環境農学) 

３．専攻等名 
生命科学研究所・生物資源科学研究科応用生命科学専攻、生物資源生産科学専攻、生物資源利用科学専攻、     

総合科学研究科生命科学専攻、環境科学専攻 

４．事業推進担当者           計 ９  名 

ふりがな<ローマ字> 

氏  名 所属部局(専攻等)・職名 
現在の専門 

学 位 

役割分担 

(事業実施期間中の拠点形成計画における分担事項)  
(拠点リーダー) 

Beppu  Teruhiko 

別府 輝彦（73） 

 

Ueda  Kenji 

上田 賢志（39） 

 

Nakajima Mutsuyasu 

中嶋 睦安（66） 

 

Hosono Kuniaki 

細野 邦昭（62） 

 

Ayabe Shin-ichi 

綾部 眞一（58） 

 

Isobe Katsunori 

磯部 勝孝（43）  

 

Anzai Hiroshi 

安斎 寛（51） 

 

Yamasaki Makari 

山崎 真狩（71） 

 

Nishio Toshiyuki 

西尾 俊幸（49） 

 

総合科学研究科 

生命科学専攻・教授 

 

生物資源科学研究科 

応用生命科学専攻・助教授

 

総合科学研究科 

環境科学専攻・教授 

 

生物資源科学研究科 

応用生命科学専攻・教授 

 

生物資源科学研究科 

応用生命科学専攻・教授 

 

生物資源科学研究科 

生物資源生産科学専攻 

・助教授 

生物資源科学研究科 

生物資源利用科学専攻 

・教授 

総合科学研究科 

生命科学専攻・教授 

 

生物資源科学研究科 

生物資源利用科学専攻 

・助教授 

 

応用微生物学 

・農学博士 

 

微生物学 

・博士(農学) 

 

分子生態学 

・農学博士 

 

応用微生物学 

・農学博士 

 

植物代謝生学 

・理学博士 

 

作物生態学 

・博士(農学）

 

糖質生化学 

・農学博士 

 

微生物生理学 

・農学博士 

 

生物有機化学 

・農学博士 

 

拠点リーダー、研究教育の総括 

絶対共生細菌における生育支持因子 

 

放線菌における種間クロストーク 

 

 

新しい海洋性石油資化微生物における種間

相互作用と利用 

 

廃水処理槽内の複合微生物相の解析と制御

 

 

ミヤコグサを用いる根粒菌と豆科植物の相

互作用の分子生物学的研究 

 

新しい菌根菌の分離と作物生産性に及ぼす

影響の解析 

 

昆虫腸管における植物細胞壁多糖類資化性

共生微生物の分子生態学的解析 

 

食品の微生物汚染におけるバイオフィルム

形成の解析と制御 

 

有用遺伝子資源としての微生物 

５．交付経費（単位：千円）千円未満は切り捨てる （  ）：間接経費 

年  度(平成) １ ４ １ ５ １ ６ １ ７ １ ８ 合  計 

交付金額(千円) 76,000 39,000 50,000
46,000

（ 4,600 ）

43,280 

（ 4,328 ） 
254,280



 
 

様式２ 
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日本大学（Ａ２６）―2頁 

６．拠点形成の目的 

 生物が種を越えて相互作用する共生現象の解明は、

自然環境における生物の行動を理解し利用する上で不

可欠である。２１世紀においてヒトの産業活動を地球

環境と調和させる新たな道を見出す上で、生物が環境

と調和するための主要戦略として“共生”の積極的利

用が重要であり、そのための基礎研究が緊急に必要と

される。特に微生物については、近年の分子生態学的

手法の発達により､これまでの固体培地を用いる微生

物学的手法で純粋分離できる微生物は､環境中に実在

する微生物のたかだか１％程度に過ぎないことが判明

し､巨大かつ多様な微生物との共生が環境における生

物活動全般に大きな影響を及ぼしていることが認識さ

れ始めている｡微生物を共生現象における重要なパー

トナーとして位置付け、その共生系と機能を解析する

ことは、地球生命圏の活動を理解する上で基盤的重要

性を持っている。また、これらの共生系のパートナー

となる微生物の多くは、生育するのに植物、動物、ま

たは別の微生物と共存することが不可欠であり、従っ

て共生微生物の研究は、一般に難培養性微生物と総称

される環境における微生物の本態を基礎的に解明する

のに大きく貢献すると考えられる。 

さらに、これら微生物共生系の本態と機能を解析す

ることは、環境における微生物の動態を制御し、新し

い機能を環境浄化、農業生産から微生物を利用する有

用物質の生産にいたる幅広い生物応用技術を新しい視

点から見直す大きなインパクトとなり、実用的にも極

めて重要である。 

このような視点から本拠点は、これまで研究手法の

不備から十分解明されていない微生物—微生物、植物—

微生物、動物—微生物間の相互作用を、微生物共生系を

Key wordとして分子生態学をはじめとする新しい解析

手法を用いて解明し､それによって明らかになる環境

における微生物の新しい機能を生物生産や環境保全へ

応用を図ることを目的とした。日本大学生物資源科学

部生命科学研究所を基幹とし、応用生命科学、生物資

源生産科学、生物資源利用科学の３専攻を横断的且つ

学際的に連携させ、幅広い総合的な視点に立って教育

研究に取り組んだ。それによって、これまで未利用で

あった微生物共生系の生物資源としての利用に向けた

新しい学問分野の構築を目指すとともに、高い独創性

を備えた研究教育拠点の形成を目標とした。 

 プログラム開始の時点では、ゲノム研究の急速な進

展により新しい遺伝子解析技術や分析装置が開発され、

それによって従来は単離・培養が困難であった微生物

の検出・計測が可能になり、国際的には環境における

微生物集団のゲノム解析が始まるなど、微生物生態学

における革新がようやく緒につき始めていた。一方、

当時本学部においては、平成10年にハイテクリサーチ

センターとして設立された生命科学研究所を中心に、

プロジェクト「分子生態学的手法にもとづく生物生産

と環境修復に関する基礎研究」が始まり、拠点リーダ

ー等によって世界で始めて発見された好熱性共生細菌

を中心とする共生微生物の基礎および利用について極

めて先導的な研究が進められていた。そうした背景の

もとに本プログラムでは、微生物同士の間で成立する

共生系の物質的基盤等の基礎的研究を推進すると同時

に、海洋汚染の元凶になっている石油を資化する海洋

微生物の種間相互作用、根粒菌とミヤコグサとの植物

－微生物相互作用、菌根菌の作物生産への影響、昆虫

腸管に生息する共生微生物の役割、食品の微生物複合

汚染におけるバイオフィルム形成機構、難培養性微生

物を含む環境微生物の遺伝子資源としての活用等の多

様な微生物共生系を対象として、環境問題、生物生産、

食品保存管理、未利用遺伝子資源の活用等に新しい角

度から総合的に取り組んだ。 
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７．研究実施計画 

①微生物間共生システムの環境における新しい機能

の解析と利用 

 他種の微生物が共存する時にのみ成育できる微生物

間共生現象はこれまでにも知られていたが、このよう

な共生系は純粋培養された構成員からシステムを再構

成することが出来ないために、その実体を解析するこ

とは極めて困難であった。本拠点で取り組んできた好

熱性絶対共生細菌は、これまでの成果により再構成が

可能な極めて優れた実験系となっている。このシステ

ムをモデルとして、微生物間共生システムにおいて生

育支持菌が供与する多数の複合的な生育因子群の物理

化学的実体の解明を進める。 

 このような、生育に他種微生物の支持を必要とする

共生システムとは別に、種が異なる微生物が化学信号

を介して相互の機能に影響を及ぼす種間クロストーク

が実在することが、放線菌について本拠点で初めて発

見された。この現象に関与する信号物質の化学的実態

を解明し、また、それを利用して環境中での放線菌の

機能制御するための研究を行う。 

 本拠点及び構成メンバーによって新しい石油分解微

生物として見いだされたRhodococcus属細菌は、分解困

難な重油を完全分解するなど、海洋の石油汚染防除の

上で極めて優れた特性を有することが明らかになった。

本菌の表層が示す特徴的な脂質親和性を制御するある

種の多糖の構造を解明して利用を図るとともに、特定

の海洋細菌の共存によってその石油分解能が大幅に促

進される現象の微生物学的解明を進める。 

 また、典型的な微生物間共生システムの一つである廃

水処理槽内の複合微生物群についても、PCRを中心とす

る分子生態学的手法でモニタリングする手法を確立し、

さらに廃水の種類に応じた微生物相の人為的制御を目

指す。 

②微生物－植物共生系の解析と利用 

 マメ科植物の一種であるミヤコグサはライフサイク

ルが短く、遺伝子操作が可能である等、根粒菌の宿主

としての遺伝的特性を分子レベルで解明するために極

めて優れた実験植物である。本拠点ならびに構成メン

バーは、これまでにミヤコグサについての遺伝子操作

系の確立と多数の変異株分離を体系的に行ってきてい

るが、これらを基礎に特に根粒菌の共生にかかわる宿

主側遺伝因子の分子レベルでの解明を進める。 

 一方、微生物－植物共生系のもう一つの実例として

菌根菌を取り上げて解析する。菌根菌は植物根毛の組

織内に菌糸をのばして共生システムを構成し、それに

よって植物側は養分吸収を促進されるなど作物の生産

性増強に有益な効果を及ぼす様々なカビの一群である。

これまでに行って来た探索研究によって見いだした菌

根菌についてその有効性をいくつかの作物について検

討するとともに、分子系統的手法を用いる分類同定を

進める。 

③微生物－動物共生系の解析と利用  

 シロアリのセルロース資化に関する腸管内の共生細

菌群の寄与については大規模な組織的研究が行われて

いるが、その他の木食性昆虫についてはその詳細は殆

ど知られていない。本拠点構成メンバーによって進め

られてきたカブトムシ幼虫について、分子生態学的手

法によってその微生物群の系統的解析を詳細に行って

その特徴をシロアリと比較しながら明らかにする。 

④食品の微生物複合汚染の生物学的制御 

食品の加熱殺菌に当たって加熱に抵抗性の菌集団

が出現するテーリング現象が、微生物細胞が集まって

バイオフィルムを形成することに起因するという新し

い可能性が考えられる。複合微生物相における微生物

間相互作用の典型であると同時に、食品保蔵の実用に

直結するこの問題の生物的制御を図る研究を行う。 

⑤難培養性微生物を含む環境微生物の有用遺伝子資

源としての利用 

共生微生物を含めた難培養性微生物はこれまで微

生物学的に十分把握されていないが故に、新しい有用

遺伝子資源として重要である。特に各種の酵素遺伝子

を配列情報にもとづいて探索するなど、環境微生物を

対象とする有用酵素生産菌の広範な探索研究を実施す

る。 
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８．教育実施計画 

①教育の基本理念 

 本拠点は、微生物共生系をKey wordとして微生物－

微生物、植物－微生物、動物－微生物間の相互作用を

分子生態学、生化学、分子生物学等の解析手法を用い

て解析し、有用機能を持った微生物を新しい生物資源

としての利用を目指した研究教育を行う。微生物共生

系に基づいた資源利用技術、すなわち共生微生物の有

する新しい機能を解明し、それらを生物生産や環境保

全への応用を図る。また、生命科学研究所を基幹とし、

応用生命科学、生物資源生産科学、生物資源利用科学

の３専攻を横断的且つ学際的に連携させ、自然界にお

ける微生物－微生物、植物－微生物、動物－微生物間

の共生現象を実験的に解明し、それを生物資源として

の利用を目指す新しい学問分野を構築する。 

 

②教育の方法 

 大学院博士後期課程１年次学生には、演習科目を中

心に多様な共生系を理解させるため、指導教員が引率

して、国内の共生研究を行っている複数の研究室を訪

問し、現地研修を実施する。これによって、研究の現

状、問題点の整理等を行わせ客観的に自分の研究をと

らえさせると共に、方法論や研究計画の妥当性等を教

育指導する。こうして論文のまとめ方や論理的思考を

通して、研究の萌芽の見い出し方を教育指導する。ま

た、指導教員から与えられた研究テーマを遂行し、定

期的に研究グループ内で報告し、発表のまとめ方や発

表方法について指導を行う。 

 ２年次では、論文作成のための研究実施を行いなが

ら、論理的なレポート作成法を教育指導する。また、

拠点で開催する国際シンポジウム等を通して海外研究

者とのコミュニケーションが容易にできる大学院生を

養成する。 

 ３年次では、研究を継続して論文作成を目標にする

が、これまでの成果を本研究拠点で開催する国際シン

ポジウムで発表させる。本拠点における多くの研究は、

微生物共生系の探索、機能解析、制御・利用といった

段階的に進めてきているが、研究をまとめるに際して

論理的な構成で新しく見出した現象および機能等を強

調した学位論文となるよう指導を行う。また、積極的

に学会をはじめとする研究集会で発表させ、自らの研

究の位置付けを明確にさせることを図る。また、研究

成果が学生の自信につながるような教育を目指す。さ

らに、得られた研究成果から知的財産の取得を目指す

指導もあわせて行う。 

 

③教育成果の評価 

 学位取得後は、基礎研究と応用研究の双方の研究に

携わり得る次世代を担う若手研究者として、積極的に

海外に活動の場を求める人材を育成することで、国際

社会に対する人的貢献が可能となろう。 
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９．研究教育拠点形成活動実績 

①目的の達成状況 

1)世界最高水準の研究教育拠点形成計画全体の目的

達成度 

研究活動においては、微生物が関与するさまざまな

共生系に着目した研究を推進し、多くの成果を挙げる

ことに成功した。特に、微生物間の共生の基礎として、

性質が異なる複数の環境因子が複合的に要求されると

いう全く新しい概念を提唱するとともに、要求される

因子の中には炭酸ガスのような極めて一般的な物質が

含まれ、さらにそれが地球の歴史と密接な関連がある

ことを推定するに至るなど、学問分野を越えて予想以

上の成果を得ることができた。植物並びに動物をパー

トナーとする共生現象においても、新規の代謝酵素遺

伝子の取得から、新たな共生微生物の単離同定に成功

するなど、幅広い成果を挙げた。 

人材育成ならびに教育面においても、本拠点形成を

通じて質の高いプログラムを推進することができた。

特に若手教員の充実した支援を行った結果として、日

本農芸化学会・農芸化学奨励賞や日本農学進歩賞など

の受賞をはじめ、その成果が広く認知される若手研究

者が育成された点においては、予想以上の成果が挙が

ったと言ってよい。また、ポスドク研究員の同様の活

躍に加え、博士後期課程の学生の研究活動を必ずしも

研究課題にこだわらず幅広く支援したことにより、多

彩な能力をもつ優秀な研究者層を育成することに成功

した。 

さらに、本プログラムは学内の研究拠点形成の火付

け役としての役割も果たし、平成15年度のCOEプログラ

ム「環境適応生物を活用する環境修復技術の開発」の

採択にはじまり、グローバルCOEプログラム（ヒアリン

グ審査中）並びに新しいハイテク・リサーチ・センタ

ープロジェクト（平成19年度採択）の構想における重

要な基礎となった。このように、後継プロジェクトと

してさらに世界水準の拠点形成が進んでいる点におい

ても予想を上回る成果を挙げたといえる。 

 

2)人材育成面での成果と拠点形成への寄与 

若手教員の国際的な研究活動を支援し、成果の促進

に努めた。また、ポスト・ドクター研究員、プロジェ

クト・アソシエイト研究員（修士卒者対象）および大

学院生研究員（博士課程在籍者対象）を大学独自の規

定制定を通して雇用し、その研究を支援した。これら

の研究員は各課題における研究活動に現場の主力とし

て参加することで着実に経験をつみ、次世代を担う研

究者として成長した。そのうちの多くは、すでに異な

る研究機関においてその経験を生かした研究業務に携

わっている。大学院生研究員については、必ずしもプ

ロジェクト課題との直接的な関連枠にとらわれること

なく、水準の高い研究ならびにそれに携わる若手研究

者の発掘と支援を行った結果、幅広い研究層の活性化

にもつながった。 

 

3)研究活動面での新たな分野の創成と、学術的知見等 

本研究プログラムにおいて微生物間の共生に関す

るモデルとして取り上げた好熱性共生細菌

Symbiobacterium thermophilum（ST）については、そ

の増殖を支持する複数の要因を明らかにすることに成

功した。特にこの菌の増殖に重要な因子は炭酸ガスで

あり、共生パートナーであるBacillus S（BS）株がそ

の増殖に伴って放出する炭酸ガスを利用することでST

が増殖することを見いだした。また、さらにアンモニ

アとペプチド性の物質がこの菌の増殖に促進的に作用

することも明らかにした。一方、この菌が生産する自

己増殖阻害物質の除去もこの菌の共生依存的増殖の重

要な側面であることを明らかにした。自己阻害因子と

して複数のインドール化合物を同定し、それらがBSに

よって生産される未同定の物質によって不活性化され、

その結果としてSTの顕著な増殖がおこることを見いだ

した。このように、共生の本質が、複数の正の因子と

負の因子が関与する複雑な環境条件の整備であったこ

とは、微生物の生理に関するこれまでにない概念を与

えると同時に、これからの微生物学の新しい出発点に

なると考えられる。 

 これらの環境因子の同定に並行してSTのゲノム完全

解読がなされ、その分類学上極めて特異な性質が明ら

かになった。このゲノム情報をもとに、上記の炭酸ガ

スへの依存性は炭酸脱水酵素遺伝子の欠損にその理由

があることを推定し、大腸菌を用いてそれを証明する

ことに成功した。さらに、炭酸脱水酵素遺伝子は生物

によって後天的に獲得された分子であることを示す証

拠をふまえて、炭酸ガスの要求性は実は微生物に普遍

的に見られる性質であり、地球大気の歴史に伴って一

部の微生物からは失われたとする説を提唱した。これ

を通じて、地球の進化の歴史を基礎にした共生微生物

学という、新たな学問領域が創出される可能性を見い

だした。 

 本拠点では、STの共生系以外にもいくつもの微生物
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間共生系に着目した研究を推進し、特にそれを支持す

る物質的基盤に関する知見を多数収集することに成功

した。石油分解微生物の共生系においては、

Rhodococcusが生産する多機能性ポリマーである多糖

の構造を決定した。醸造酵母と乳酸菌の共生において

は、バイオフィルム形成に着目した全く新しい研究を

進め、その形成に促進的に作用する化学因子の同定を

行った。放線菌の間の分化を促進する共生関係につい

てはシデロフォアの一種がその促進因子として作用す

ることを突き止め、それが放線菌のみでなく、他の微

生物との共生ネットワークにおける一つの基礎となっ

ていることを見いだした。一方、複雑なメタン発酵微

生物群集については、地道な培養条件の確立を通じて、

セルロースの分解からメタンの生成にいたるまでの過

程に関与する分類学的に新しい菌の分離と同定に成功

し、それらの機能と役割に関する知見をもとに、複合

群集構造を理解する基礎を確立した。 

 カブトムシの腸管に共生する微生物群集の研究にお

いては、そのアルカリ環境に特異的な群集構造を明ら

かにしたと同時に、そこに分布するグレガリナに属す

る分類学的に新しい原生動物と、その内部に共生する

やはり分類学的に新規なメタン生成菌の存在を明らか

にした。有用酵素の機能に着目した共生系の研究から

は、Vibrio属の走性に関する全く新しい知見を得るこ

とに成功した。キチン分解と代謝によって生成するヘ

テロオリゴ糖がV. parahaemolyticusの走性に対する

特異的なインデューサーとして機能し、この種の菌の

細胞の集団性を支配していることが明らかになった。 

 根粒菌と共生するミヤコグサに関する研究において

は、植物側の共生因子として重要な役割を担うフラボ

ノイドならびにトリテルペノイドの生合成経路に関与

する網羅的解析を推進し、その全体像にせまるととも

に、複数の新規遺伝子を同定することに成功した。さ

らに、ミヤコグサの効率的な形質転換体の作出手法を

確立し、アクティべーションタギングとして有効な約

3500のT-DNAタグラインの調製に成功した。一方、根粒

菌については、その感染に抑制的に作用する植物ホル

モンであるエチレンに対して菌が自身を防御するメカ

ニズムについて、その一つにエチレン前駆体分解酵素

が関与することを明らかにした。アーバスキュラー菌

根菌については、その分布に関する大規模な調査を実

施し、栽培作物および畑土壌との相関を分析した。そ

の結果、菌の胞子密度は土壌のリン酸吸収係数と高い

正の相関を、土壌の可給態リン含有率と負の相関を示

すことを突き止めた。また、宿主植物に対する生育促

進効果が顕著な株の探索を行い、種々の植物に対して

生育促進効果が認められるGigaspora margaritaに属

する株を分離した。この株は、ダイズを宿主としたと

きに胞子形成が良好であり、ダイズとの特異的な共生

関係を築いている可能性が示唆された。 

 

4)事業推進担当者相互の有機的連携 

STに関する研究では、ゲノム解析によって得られた

情報を早い段階から各担当者と共有しその有効利用を

図った。特に、そこに見出された耐熱性の糖質分解酵

素は酵素研究の新しいテーマとなって解析が進められ

ている状況にある。ST類縁菌の生態分布に関する研究

では、海洋を対象とした探索において、石油分解微生

物を担当する研究グループと共同で研究を進めた。メ

タン発酵微生物群・石油分解微生物群・バイオフィル

ム形成菌群・カブトムシ消化管内菌群についてはいず

れもそれぞれの微生物コンソーシアにおける各微生物

の動態解析を進め、互いの緊密な連携による質の高い

研究が進んだ。マメ科植物と根粒菌の研究と菌根菌の

研究はいずれも植物とその根圏に共生する微生物の相

互関係に焦点を当てた研究であり、互いに試料と情報

を共有することで分子遺伝学から生態調査までの幅広

い分野にわたる研究活動を積極的に展開することがで

きた。本ＣＯＥ拠点には専有の研究棟（生命科学研究

センター）が存在し、中核的役割を果たす研究室がそ

こに集合・常駐した集約的な体制が築かれた。これに

よってプロジェクト全体にわたって設備と諸技術の極

めて効率的な共有とともに、研究者間の緊密な連携体

制が実現した。 

 

5)国際競争力ある大学づくりへの貢献度 

 大学の国際競争力の向上には、質の高い英文ジャー

ナルならびに国際学会において成果を発表すること、

ならびに海外の研究者と積極的な交流と連携をするこ

とが重要であるとの観点から、それらを積極的に推進

した。 

 

6)国内外に向けた情報発信 

国内では、日本農芸化学会、分子生物学会、生物工

学会、微生物生態学会、極限環境微生物学会等の関連

する主要学会において毎年成果を発表した。国外では、

米国微生物学会をはじめとする国際学会において、特

に若手研究者を中心とした積極的な成果発表を行った。

また、成果を英語論文としてまとめ、海外のジャーナ

ルに広く投稿した。 
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また、成果をより広く伝える目的で公開の国際・国

内シンポジウムならびにセミナーを開催し、外部の研

究者を交えて積極的な討議を行うと共に、高校生をは

じめとする一般層に向けても研究所の見学会などの開

催を通じて広く情報発信した。 

 

7)拠点形成費等補助金の使途について（拠点形成のた

め効果的に使用されたか） 

 補助金は研究を推進するために必要な研究消耗品の

購入に充てたほか、拠点形成に際し共有研究設備とし

て汎用性ならびに有効性の高い機器（各種分析機器な

らびに電子顕微鏡など）の導入に使用した。また、上

記のポスドク研究員をはじめとする研究員の雇用にも

効果的に使用した。文部科学省から受けた補助金の他

に、本学独自の予算措置によって支給された補助金に

ついても、基本的に同様の使途で効果的な使用がなさ

れた。 

 

②今後の展望 

 生物共生の問題に微生物が果たす役割の側面から取

り組む研究は、本拠点形成がその重要な出発点であり、

それを今後いかに進展させるかがその学問的ならびに

技術的発展にとって重要な鍵となる。本研究によって

その様相が明らかとなった共生によって築かれる複雑

な環境条件を基礎に、これまで見過ごされている多く

の微生物が関わる現象を明らかにし、それらに作用す

る原理を分子生物学的に解き明かすことが重要な課題

である。また、本プログラムで創成された地球科学と

の融合領域は、今後様々な生物の本質を理解する上で

重要な基礎となることが期待される。 

 本学における拠点形成の今後の展望としては、腸内

共生細菌の役割と医学的な応用に焦点を当てた新しい

研究教育プログラムがすでにグローバルCOE拠点形成

としてヒアリング審査されていることに加え、平成15

年度採択のプログラム「環境適応生物を活用する環境

修復技術の開発」との連携による、環境制御を主眼と

した新たな拠点形成も計画が進行中である。さらに、

本拠点において中心的に取り扱った様々な共生系・複

合系について、特にゲノム科学的手法を基礎として新

しい成果を挙げた研究を基軸にしたプロジェクト「ゲ

ノム科学的アプローチによる生命共同体の包括的理解

と制御法への応用」が編成され、すでに平成19年度の

私立大学高度化推進事業・ハイテクリサーチセンター

構想（5年間）として採択された。このように、本拠点

形成が基礎となって、さらに分野を越えた拠点形成が

持続的に進行しており、今後これらにおけるこれまで

以上に発展的な拠点形成と若手の育成を通じて、微生

物共生をキーワードとする研究が進展するものと期待

される。 

 

③その他（世界的な研究教育拠点の形成が学内外に与

えた影響度） 

 学内における影響については、上記の拠点形成の進

行度からも明らかなように、本拠点形成が先導的な役

割を果たした結果として、大学全体として高水準の研

究教育拠点形成を積極的に推し進めることの重要性が

高く認識され、その取り組みが強力に進行するように

なった点で非常に大きな意義があった。 

また、学外においては本拠点から発信した微生物共生

に関する新しい知見ならびに着想に対して広く関心が

寄せられ、それを元にした非常に活発に議論が展開さ

れるようになった。今後、本拠点によって創出された、

微生物が関与する共生を基礎にした生物学と地球科学

を横断するグローバルな学問分野が、多くの研究者の

手によって発展して行くことが期待される。 
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機 関 名 日本大学 拠点番号 Ａ２６ 

拠点のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ名称 微生物共生系に基づく新しい資源利用開発 

１．研究活動実績 

①この拠点形成計画に関連した主な発表論文名・著書名【公表】 
 ・事業推進担当者（拠点リーダーを含む）が事業実施期間中に既に発表したこの拠点形成計画に関連した主な論文等 

〔著書、公刊論文、学術雑誌、その他当該プログラムにおいて公刊したもの〕） 
・本拠点形成計画の成果で、ディスカッション・ペーパー、Ｗｅｂ等の形式で公開されているものなど速報性のあるもの 

※著者名（全員）、論文名、著書名、学会誌名、巻(号)、最初と最後の頁、発表年（西暦）の順に記入 

    波下線（   ）：拠点からコピーが提出されている論文 

下線（   ）：拠点を形成する専攻等に所属し、拠点の研究活動に参加している博士課程後期学生 
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920-926. 2005. 
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②国際会議等の開催状況【公表】 

（事業実施期間中に開催した主な国際会議等の開催時期・場所、会議等の名称、参加人数（うち外国人参加者数）、主な招待講演者

（３名程度）） 

 

１）開催日：平成１５年９月１２日（金） 
場所：日本大学生物資源科学部 生命科学研究センター 会議室 
タイトル：“Microbial symbiosis in marine organisms“ 
参加人数：５０名（外国人参加者なし） 
招待講演者：Professor Margo G Haygood  (Scripps Institution of Oceanography, University of California ) 

２）開催日：平成１６年９月２日（木） 
 場所：アルカディア市ヶ谷（私学会館） 
 タイトル： 「環境と共生する微生物」Microorganism in Symbaiosis with Enviroment 
 参加人数：２１７名(外国人参加者５名) 
 招待講演者：Ann Hirsch (カルフォルにア州立大学) 
       Eva Top (アイダホ州立大学)  
       Larry Forney (アイダホ州立大学) 

３）開催日：平成１７年１月２７日（木） 
    場所：日本大学生物資源科学部 本館４階 ４３講義室 
  タイトル：Biocatalysts and Microorganisms as Enviromental and Sustainability 
    参加人数：７３名（外国人参加者なし） 
  招待講演者：Peter C.K.Lau (Biotechnology Research Institute, National Research Council Canada, 
                Montreal, Canada) 
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２．教育活動実績【公表】 
博士課程等若手研究者の人材育成プログラムなど特色ある教育取組等についての、各取組の対象（選抜するものであればその方法を

含む）、実施時期、具体的内容 

 

本拠点で実施している若手育成プログラムはその対象研究員の身分に応じて次の３種に区分される。 

 

①ＣＯＥ特別研究員ＰＤ：博士学位取得者を対象とし，本拠点のプログラム課題である微生物共生に関す

る研究の特定の課題を主導的に推進する者。原則として所属学会の大会において毎年成果を発表するとと

もに，拠点内で開催する定期報告会において成果報告することを義務とする。選考方法は学内外を対象と

した募集の後，研究業績に関するものを含む書類選考をへて研究発表及び面接試験を行うことによる。契

約は単年度とするが，書類審査等をへて更新・継続することができる。支給額は月額３０万円を基本とす

る。 

 

②ＣＯＥ特別研究員ＰＡ：修士学位取得者を対象とし，本拠点のプログラム課題である微生物共生に関す

る研究の特定の課題を準主導的に推進する者。原則として所属学会の大会において毎年成果を発表すると

ともに，拠点内で開催する定期報告会において成果報告することを義務とする。選考方法は学内外を対象

とした募集の後，書類選考をへて研究発表及び面接試験を行うことによる。契約は単年度とするが，書類

審査等をへて更新・継続することができる。支給額は月額２０万円を基本とする。 

 

③ＣＯＥ特別研究員ＤＣ：本学大学院後期課程在籍者を対象とし，本拠点のプログラム課題である微生物

共生に関する研究及び関連の課題を担当教員の指導のもとで主導的に推進する者。原則として所属学会の

大会において成果を発表するとともに，拠点内で開催する定期報告会において成果報告することを義務と

する。選考方法は書類選考の後，研究発表及び面接試験を行うことによる。契約は単年度とするが，書類

審査等をへて更新・継続することができる。支給額は月額８万円を上限とする。 

 

採用実績は次の通りである。 

平成１４年度；特別研究員ＤＣ１０名 
平成１５年度；特別研究員ＰＤ３名，特別研究員ＰＡ１名，特別研究員ＤＣ８名 
平成１６年度；特別研究員ＰＤ７名，特別研究員ＰＡ１名，特別研究員ＤＣ６名 
平成１７年度；特別研究員ＰＤ８名，特別研究員ＰＡ１名，特別研究員ＤＣ９名 
平成１８年度；特別研究員ＰＤ８名，特別研究員ＰＡ１名，特別研究員ＤＣ６名 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



機関名： 日本大学  拠点番号： Ａ２６    ２１世紀ＣＯＥプログラム委員会における事後評価結果                 （総括評価）  設定された目的は概ね達成され、期待どおりの成果があった （コメント） 研究教育拠点形成計画全体としては総長の支援体制の下、限られたスタッフではあったが、設定された目的は概ね達成され、期待どおりの成果があった。微生物共生系に重点を置き、特に微生物間の共生に関して新知見を得たこと、若手教員が活躍できるような体制で研究を推進したこと、専有の研究センターを設置して事業推進担当者間の有機的連携を図ったこと、などが評価できる。 人材育成面では若手教員を支援したこと、ポスドク研究員が着実に研究成果を挙げるようにしたこと、大学院生が関連分野を学び、経験を積むように指導したことなどで、設定された目的を概ね達成している。 研究活動面では好熱性共生細菌の増殖について新知見を得たこと、全ゲノムを解読による共生に必要な因子の解明など、ユニークな成果を得た。また、微生物間、微生物と動物、微生物と植物それぞれの共生について、学術的に重要な成果を挙げ、新たな学問領域を創出する可能性を見出し、設定された目的を達成している。 補助事業終了後、この拠点で得た成果を基盤にした計画が進行中である。分野を越えた新しい研究領域へと発展しつつあるので、視野の広い若手研究者が育つことを期待する。魅力ある研究分野として大学院生が増加するような啓発活動を実施し、後継者を育てることも期待したい。  

 


